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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　ケニアでは急激な人口増加が経済の持続的発展を妨げるとともに、社会・環境問題を引き起こ

していることから、人口抑制を最重要課題として積極的に取り組んでいます。このような事情を

背景に、人口家族計画教育に資する教材開発をめざしたプロジェクト方式技術協力をわが国に要

請してきました。

　1988年からのスタジオでの視聴覚教材の開発に重点を置いたフェーズ Ⅰ協力期間を経て、1993

年よりフェーズ Ⅱ協力が始まりました。フェーズ Ⅱ協力においては、視聴覚教材の制作活動

に、地域での普及活動とモデルコミュニティーでの啓蒙活動、生活改善活動を加え協力が始まり

ました。

　このたび、当事業団は、協力期間が1998年12月15日をもって終了するのに先立ち、これまでの

協力内容などの評価を行うとともに協力期間終了後の対応方針を協議し、その結果を合同評価報

告書に取りまとめ、双方で確認することを目的として、終了時評価調査団を派遣しました。本報

告書は、上記調査団が実施した調査および協議内容とその結果について取りまとめたものです。

　ここに本件調査にあたり、ご協力いただいた関係者各位に対し、深甚なる謝意を表する次第で

す。
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　派遣の目的と経緯１－１　派遣の目的と経緯１－１　派遣の目的と経緯１－１　派遣の目的と経緯１－１　派遣の目的と経緯

　ケニアでは急激な人口増加（1980年からの10年間の平均で年3.8％）が経済の持続的発展を妨

げるとともに、社会・環境問題を引き起こしている。同国政府は人口抑制を最重要課題に取り上

げ積極的に取り組んでおり、人口家族計画教育に資する教材開発をめざしたプロジェクト方式技

術協力をわが国に要請してきた。1988年より５年間、わが国の協力により人口教育促進プロジェ

クトフェーズⅠを実施し、Ministry of Information and Broadcasting（以下ＭＩＢ）管轄の

ケニアマスコミ学院（以下ＫＩＭＣ）を実施機関に、主にスタジオを拠点とした視聴覚教材の開

発に重点を置いた家族計画Information Education Activities（以下ＩＥＣ活動）を展開した。

　さらに1993年12月より、５年間のフェーズⅡ協力期間において以下の３つの主たるプロジェク

ト活動を行っている。

(１) ビデオ教材分野への技術協力に加えて、印刷教材分野の技術も導入し、家族計画にか

かる多様なメディア教材の開発および制作を行う。

(２) ヘルスセンターでの地域住民および家族計画普及担当官などへのワークショップ、

Audio Visual Van（以下ＡＶバン）活動による普及、さらにフォークメディアも活用

したマルチメディア戦略的な啓蒙活動に取り組む。

(３) 改良かまど、湧水利用簡易井戸および収入創出活動などの導入による、村落レベルの

生活改善活動を展開しつつ家族計画教育の導入を行う。

　また、活動展開地域としてはカカメガ県とメルー県をパイロット地区とし、そのなかにモデル

村２カ所（ビヒガ県キアンドボイ郡エンザロ村、メルー県サウスマラゴリ郡キビリチア村）を設

定し、モデル村のヘルスセンターを拠点として、上記の家族計画促進活動を展開する。

　終了時評価調査団の目的は、1998年12月のプロジェクト終了に向けて、本件プロジェクト

フェーズⅡ事業評価を行うとともに、残り協力期間でのプロジェクト活動および協力終了後の事

業活動の継続について提言を行うものである。以下に終了時評価の主たる目的を記す。

(１) これまで実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理

運営状況、カウンターパートへの技術移転状況などについて評価を行う。

(２) 目標達成度を判定したうえで、今後の協力方針について相手国側と協議する。

(３) 評価結果から教訓および提言などを導き、今後の協力のあり方や実施方法改善に資す

る。

　なお、本調査においては、下記諸事項につき、ケニア側関係者と協議を行い、その結果を合同

評価報告書に取りまとめた。

(１) 当初計画
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(１) 当初計画

(２) ケニア側、日本側の投入実績

(３) 管理、運営状況

(４) 技術移転の状況

(５) 今後の技術方針

(６) 教訓、提言

１－２　調査団員の構成１－２　調査団員の構成１－２　調査団員の構成１－２　調査団員の構成１－２　調査団員の構成

　団長・総括 林　　謙治 国立公衆衛生院保健統計人口学部長

　団員・メディア教育 吉田　昌生 国際協力事業団専門員

　団員・計画評価 北林　春美 国際協力事業団医療協力第二課課長

　団員・協力効果分析 相川　律子 国際協力事業団医療協力第二課ジュニア専門員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

活　　　　動

12:00　ＪＬ401成田発
　　　　(林団長、吉田団員）

12:00　ＪＬ401成田発
　　　　(北林団員、相川団員）

 8:50　ナイロビ着（ＢＡ2069）
11:30　ＪＩＣＡケニア事務所表敬
14:30　ＮＣＰＤ表敬
15:30　保健省表敬
16:30　計画省表敬

10:00　情報省表敬
11:00　会議
14:00　マスコミ学院表敬
14:30～18:00　会議

9:00～18:00
普及、教材制作部門の専門家とカウン
ターパートによる活動実績報告

 7:00　ＫＱ650ナイロビ発/キスム着
 9:00　ＤＰＣＮyanza、ＤＣビヒガ表敬
18:00　エンザロ村地域活動視察
18:00　ＡＶバン活動視察

 9:00　カガメガＰＭＯ表敬
 9:00　フォークメディア活動視察
15:30　ＫＱ655キスム発
17:30　ナイロビ着

ミニッツ案作成

ミニッツ案作成

 9:00　地域活動部門活動実績報告
14:00　合同評価会議

 9:00　ミニッツ作成
14:00　合同評価委員会

 9:00　ミニッツ確認
14:30　ミニッツ署名
16:00　ＪＩＣＡケニア事務所報告
22:25　ナイロビ発ＢＡ2068
　　　　(吉田団員）

 9:00　ＫＥＭＲＩ表敬
14:30　ＫＭＴＣ表敬
22:25　ナイロビ発ＢＡ2068
　　　　(林団長、北林団員、相川団員)

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

月日（曜日)

８月１日(土)

２日(日)

３日(月)

４日(火)

５日(水)

６日(木)

７日(金)

８日(土)

９日(日)

10日(月)

11日(火)

12日(水)

13日(木)

宿泊

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

ナイロビ

備　　　考

会議出席者は調査団、専門家、
カウンターパート

岸田、粟沢専門家キスムへ出発

林団長、北林団員、相川団員、
Mr.M Muindli（ＮＣＰＤ)、
Mr.W.Nyanbati（ＪＩＣＡケニ
ア事務所員）キスムへ出発

在ケニア米国大使館爆破事件発
生

（メルー県視察中止）
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

＜ケニア側＞

Mr. S. M. Mbova Permanent Secretary, Ministry of Health

Mr. Edwin S. Osundwa Permanent Secretary, Ministry of Planning

Amb. S. B. A. Bullut Director, ＮＣＰＤ

Mr. Kimeli Chepsiror Deputy, Director, ＮＣＰＤ

Mr. Esther Cherotich Population Officer, ＮＣＰＤ

Mr. Micheal Muindli Population Officer (ＩＥＣ), ＮＣＰＤ

Mr. Job M. Osiako Principl, ＫＩＭＣ

Mr. Micheal Arunga ＫＩＭＣ Ministry of Information Broadcasting

Mr. Nicholas Simani ＫＩＭＣ Ministry of Information Broadcasting

Mr. Willie Nyambati ＪＩＣＡ Kenya Office

Mrs. Julieta Ngutiku ＨＣＲＩ, Kibirichia Health Center

Mr. D. M. Mwawgi Deputy Provincial Commissioner Nyanza, Former

District Commissioner Vihiga

Mr. P. O. Raburu Provincial Commissioner Nyanza

Mr. Joash N. Kinaro District Commissioner, Vihiga

Mr. Lucas Ahambo District Development Officer

Mr. Syluano O. Agaik District Public Health Officer

Mr. Margaret Kanguha Community Nurse

Mr. O. Joseph Okwach Elementary School Teacher

Mr. Steve H. Odero Provinvia Health Administrative Officer, Kagamega

Mr. Patric A. Meso District Officer Shinyaru Division

Mr. Vitazis Intehumusoka Chief Shinyaru Location

Mr. Oduori Onyango District Population Officer, Kagamega

＜日本側＞

(１) ケニアＪＩＣＡ事務所

田上　　実 所長

松本　　淳 次長

倉科　芳朗 所員
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(２) ＪＩＣＡケニア人口教育促進プロジェクト

吉田　芳夫 チーフアドバイザー

伊藤ゆう子 調整員

粟澤　俊樹 専門家（教育・普及）

鈴木　俊明 専門家（視聴覚技術）

森田　淳子 専門家（印刷教材制作）

岸田　袈裟 専門家（ＷＩＤ）

安食　数博 ＪＩＣＡ専門家（医療機器保守管理)、保健省

広部　孝昌 ＪＯＣＶ（社会学)、カガメガＤＰＯ

１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法

　評価は本プロジェクトの討議議事録（Ｒ／Ｄ）を土台とし、過去の計画打合せ調査団および巡

回指導調査団派遣時に双方で署名・交換された協議議事録（ミニッツ）の内容を踏まえて、本プ

ロジェクトの計画と実績を確認し、目標達成度の判定などの評価作業にあたった。評価について

は、特に５項目（効率性、目標の達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性）の調査項目につい

て検討した。



－6－

第２章　総括第２章　総括第２章　総括第２章　総括第２章　総括

　ケニア人口教育促進プロジェクトフェーズⅡが1998年をもって終了するにあたり、８月１日よ

り２週間ケニアを訪れ評価を行った。訪問中ナイロビにて米国大使館爆破事件があったが、業務

にはほぼ支障なく、予定どおり作業を完了することができた。評価作業はケニア側については本

調査メンバーとケニア側が指名した合同評価チームメンバーに加え、カウンターパートである

ＮＣＰＤ（National Council of Population and Development）およびＭＩＢ両中央政府の

担当者、ＫＩＭＣの担当者およびプロジェクト参加スタッフ、日本側については現地駐在の専門

家チーム、ＪＩＣＡケニア事務所の担当者から意見、報告、コメントをいただいた。在ケニア日

本国大使からも貴重な意見をいただいた。プロジェクト・サイトのひとつであるカカメガ県、ビ

ヒガ県ではＤＰＯ（District Population Officer）はじめ行政担当者および地域住民の代表

の方々から意見を聴取した。メルー県については爆破事件の影響で訪問を中止せざるを得なかっ

たが、後日現場の担当者にナイロビに来ていただき詳しい報告を受けることができた。以上のよ

うに意見交換、現場の視察とともに、各専門家から提出された報告書を基礎にProject Cycle

Management（以下ＰＣＭ）の手法にのっとり評価作業を行った。

２－１　評価の内容と結果２－１　評価の内容と結果２－１　評価の内容と結果２－１　評価の内容と結果２－１　評価の内容と結果

　本プロジェクトは内容的に３つのコンポーネントから構成されている。第１に人口教育にかか

わるビデオ・印刷教材の作成である。第２にこれらのメディアを用いて、設定されたパイロット

県で人口教育活動を行うことである。第３に地域の生活改善活動を通じて保健・家族計画サービ

スの提供とＩＥＣ活動を統合することである。以上のうち２と３はフェーズⅡが開始してから本

格的に取り組まれたものであり、特に３はまったく新しいアプローチとして行われたものであ

る。

　メディア制作はフェーズⅡの実績に支えられ、作品の質、量ともに飛躍的な進歩がみられたと

いっても過言ではなかろう。制作技術にはさまざまな要素があるが、特にテーマ設定、現地取

材、シナリオの作成は作品の核をなすところであり、カウンターパートはそれをよく習得してい

る。作品のなかには国連開発計画（ＵＮＤＰ）による全アフリカ映像コンテストで第１位を獲得

したものがある。印刷教材についても日本でも通用すると思われるほどの質の高さに達している

と評価できる。

　メディア普及活動は主に西部カカメガ県を中心に展開してきた。ＡＶバンを利用した教育活動

は地方では人気があり、単に映写するだけではなく討論会を交えての活動は住民の参加意識を

いっそう高めるのに役立っている。また、フォークメディアによる活動は生活改善活動と結びつ

いており、住民のなかにメッセージを浸透させるに有効であったと思われる。
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　地域の生活改善活動は、ビヒガ県エンザロ村で展開された。その内容は多岐にわたり、養鶏に

よる収入創出活動、井戸の保護、かまど作り、保健所支援活動、家族計画教育、衛生教育と多彩

であるが、個々の活動は有機的に結びついており、乳児死亡率も減少している。特筆すべきこと

は1998年２～３月にかけて当地区でコレラの流行があったが、かまどが全戸に普及したプロジェ

クト・サイトでは患者の発生は１名もみられず、これに比べ隣接地区では58名の死者が記録され

たことである。かまど（での飲料水煮沸）の効用は予想以上のものがあったといえよう。

　以上の活動はそれぞれ実績をあげており、高い評価を与えることができると思われるが、ここ

に至るまでの過程には多くの困難があったことは事実である。また、今後プロジェクトをケニア

側が単独に背負い、さらに発展させるためには考慮すべき点が少なくない。

２－２　今後の課題と展望２－２　今後の課題と展望２－２　今後の課題と展望２－２　今後の課題と展望２－２　今後の課題と展望

　スタジオの運営、機器の補修技術はかなり高いレベルの技術移転が行われたようである。日本

から派遣された技術者も驚くほどメンテナンスが行き届いているとの評価がある。供与された機

器はすでに10年経過しており、専門家から今後さらに10年使用できれば大いに満足すべきとコメ

ントがあった。また、プロジェクトでは技術移転を中心に進めてきたわけであるが、今後機器の

維持にかかるコストを捻出するには商業ベースで制作を行う発想が必要であろう。ビデオ作成は

本来多分野の内容を取り込めるはずであり、人口教育の内容に限定せずにより柔軟に対応するこ

とが望まれる。ケニア政府はＫＩＭＣの独立行政法人化と人口メディアセンター（Population

Media Center：ＰＭＣ）の設置を予定しており、上に述べた方向に沿って動き出しているとい

えるが、当国の経済状況を考えた場合事態は必ずしも楽観できない。プロジェクト終了前に機器

の点検、部品の提供を余裕をもって対処することが望まれる。印刷教材の制作は、近年デスク

トップパブリッシング（以下ＤＴＰ）の発達によりコストパフォーマンスも高いので、維持の面

では大きな障害はないであろう。

　人口教育の普及活動の問題点はＡＶバンを中心とする限り、コスト的に維持は困難であると思

われる。それよりもすでにテレビセットが備えられている医療施設において、日常行われている

マイクロティーチング（保健所スタッフによる健康教育講話）に取り組む形で進めることが望ま

しい。より積極的な考え方をすればＰＭＣが全国のビデオ図書館的な役割を果たし、需要に対応

する機能を持つことができれば、より広範な活動が可能となろう。教育としてのフォークメディ

アはむしろ地域生活改善活動の一環として取り入れられることが自然の成り行きであろう。

　地域生活改善活動の成果はめざましいものがあることを述べたが、日本側専門家の個人的資質

に負うところが大きい。内容的にこれを持続させるためにはある程度リーダーシップのとれる人

材によって継承されることが望まれる。青年海外協力隊員の投入も一案と思われるが、日本の自

治体との交流も有意義であろう。特にかまどの普及は、安価であるうえに自助努力により可能で
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あるので、ケニア側の積極的な対応が望まれる。

　本プロジェクトは、フェーズⅡスタート時の状況から考えると想像できなかったほど大きな進

展をみせている。一方、日本側にもプロジェクトの組み立て、進行、効果など多くの有意義な教

訓を残した。これらの教訓は当事者のみならず記録として残し、他のプロジェクトの参考となる

ことを強く希望したい。
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第３章　分野別プロジェクト当初計画第３章　分野別プロジェクト当初計画第３章　分野別プロジェクト当初計画第３章　分野別プロジェクト当初計画第３章　分野別プロジェクト当初計画

３－１　プロジェクト活動の変遷３－１　プロジェクト活動の変遷３－１　プロジェクト活動の変遷３－１　プロジェクト活動の変遷３－１　プロジェクト活動の変遷

(１) マルチメディア教材制作

　本プロジェクトは、ビデオ、スライド、音声教材制作の技術移転を主要な目的として、

フェーズⅠが開始された。ビデオ機材は放送用プロフェッショナルが供与され、フェーズ

Ⅱに引き継がれた。フェーズⅡになると、さらに、ＤＴＰや、安価で手作りのメディアが

導入された。フェーズⅡ開始に伴い、注目すべきことは、フェーズⅠの反省も含めて、安

価で手軽なメディアを導入したことである。パソコンの急速な進歩によって、手軽で安価

に印刷教材を制作できるＤＴＰ技術が普及しはじめたので、これをいち早く導入してメ

ディアの多様化を図った。さらに、手作り教材の試みとして、短期専門家の指導で、フラ

ンネルマグネルキット（フェルト布を用いた妊産婦と胎児モデル）の導入も試みられた。

　もうひとつの試みは、フォークメディアの導入である。地域に伝統的に根ざしている歌

と踊りを利用して人口教育／エイズについての教育的メッセージを伝えようとする試みで

ある。これは、フォークメディアコンテストとして実り、今回で第６回目のコンテストを

開き、順調に成果をあげている。首都を発信基地とするマスコミュニケーションとはひと

味違った活動を行い、新しいメディアの可能性を開発した。

(２) 教材の配布と教育活動

　プロジェクトは、フェーズⅠの開始時点から、教材の制作はＫＩＭＣ、企画と配布につい

てはＮＣＰＤの責任であるとの認識で開始されたが、フェーズⅡになってもＮＣＰＤの企画

と教材配布能力は貧弱なままであった。しかし、パイロット県での教材の配布と教育活動

はＮＣＰＤの支部であるＤＰＯを通して行わなければならないので、結果的に、ＮＣＰＤ

に頼らざるを得ない状況である。ＤＰＯはＮＣＰＤの代表として、県レベルに派遣され、

ＮＣＰＤのプログラムの管理とＮＧＯのＩＥＣ活動の調整やモニターを任務としているＮ

ＣＰＤの職員である。そのため、県レベルでのプロジェクトの活動は、プロジェクト単独

であれ、ＮＧＯとの協調活動であれ、ＤＰＯを窓口としなければならない。

　こうした状況のもとで、プロジェクトは、パイロット県の人口教育関係者をメンバーと

してＰＥＰＰ Task Force Meetingを組織して、教材に対する地元の要望をくみ上げ、

かつ、メンバーを通して教材の配布を行う計画を立てた。また、４輪駆動のＡＶバンを

利用して、電気のない村にも教材を届け、上映会ののち、聴衆とともに学習会などを開
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いて人口教育促進活動を展開した。前述のフォークメディアによる教育活動もＤＰＯを窓

口にした。

　フェーズⅠでは普及を促進するため、地元で活躍するＮＧＯとも協力して、避妊具を村

人に配布する人たち（Community-based Distributor）の活動を促進するため、自転車、

長靴、傘などを支給したこともあった。また、ビデオ教材が活用されるように、ヘルスセ

ンター、ＤＰＯ事務所、クリニック、病院、ＮＧＯ組織など21カ所にビデオモニターをＤ

ＰＯを通して寄贈するなど、教育環境を整えるべく努力した。

　これを受けて、フェーズⅡではモニターの使用状況を調査して、一部盗難、故障によっ

て利用できなくなったところがあるものの、全般的には利用されていることを確かめる

など、地道な活動も行った。調査と同時に、ビデオ教材４本を更新して利用促進にあたっ

た。

(３) 地域活動

　フェーズⅡ開始に際して、地域開発とＷＩＤの岸田袈裟専門家を迎えた。岸田専門家は

フェーズⅡに参加する前に、この村で、１年にわたって栄養調査を行い、婦人グループの

信頼を得て、それまでに活動していた実績をプロジェクトに引き継いだ。加えて、在ケニ

ア日本国大使館による「草の根無償」でビヒガ県エンザロ村にヘルスセンターが建設さ

れ、県知事の努力で、県レベルで保健省から援助があり、医薬品の提供と看護婦の常駐が

可能になるなど、時を同じくして、関係機関の総合的な投入があった。メルー県キビリチ

ア村にも、エンザロ村と同じように、１年遅れてヘルスセンターが建設された。２つのパ

イロット地区で、婦人グループによる収入創出活動、衛生・環境の向上、生活の改善、男

性／女性の意識向上、教育セミナーなどの活動が展開された。

３－２　プロジェクトの位置づけ３－２　プロジェクトの位置づけ３－２　プロジェクトの位置づけ３－２　プロジェクトの位置づけ３－２　プロジェクトの位置づけ

　プロジェクトの位置づけは、フェーズⅠ開始にさかのぼらなければならない。協力対象機関は

ＮＣＰＤであり、プロジェクト・サイトはＫＩＭＣであることは、フェーズⅡでも変わりないか

らである。

　そこで、ＮＣＰＤとＫＩＭＣのプロジェクトにおける明確な区分けが必要になる。つまり、カ

ウンターパートをはじめとする人材、一般的な経費負担、制作した作品の著作権などである。こ

れらはチームリーダー、専門家および調整員によって具体的に考えられるべきものであろうが、

考えを整理する意味で以下に表にした（表３－１)。
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表３－１

ＮＣＰＤ ＫＩＭＣ

チームリーダー 所長

ＩＥＣ専門家 ＩＥＣ部長 人口コミュニケーション部長

調整員 ＩＥＣ部長 人口コミュニケーション部長

＜ＩＥＣ研修スタッフ＞

短期専門家 ＩＥＣ部職員 人口コミュニケーション職員

＜ＩＥＣ制作スタッフ＞

プロデューサー ＩＥＣ部長 人口コミュニケーション部長

ＩＥＣ部職員

技術スタッフ 各部職員

＜ＩＥＣメディア評価＞

短期専門家／調査団 ＩＥＣ部長 人口コミュニケーション部長

３－３　モデル村の位置づけ３－３　モデル村の位置づけ３－３　モデル村の位置づけ３－３　モデル村の位置づけ３－３　モデル村の位置づけ

　本プロジェクトフェーズⅡにおいては、ビデオおよび印刷教材の制作にかかわる技術移転が中

心であった。多大な努力の結果、ある程度の制作能力を持つに至ったが、人口教育という観点か

らすればメッセージが住民に行きわたることが本来の目的であるはずである。放送用メディアは

ある意味でその役割を果たすことができるが、電気やテレビが普及していないケニア（特に農

村）では視聴者がかなり限定されるのみならず、メッセージの伝達インパクト測定も困難であ

る。そのうえ作品の放映にあたって放送局から放映料も徴収されるので、テレビ放送を通じた

ＩＥＣはプロジェクトの中心となり得なかった。ラジオはそれに比べ難点は少ないが、不特定多

数を対象としているという意味では同様であった。ただし、都市住民に対しても人口に関するメッ

セージを伝える必要があるので、限定的ではあったが放送メディアの制作、放送も実施された。

　人口問題は国家目標であり、人口教育はその一手段であっても住民にとっては単なる概念であ

り、理解が難しい。また、個々の専門家によるアプローチは住民にとっては生活の一断面にすぎ

ない。したがって、住民が出生を控えるには、子供の生存が保証され、生活水準の向上を望むこ

とができ、主体的な行動がとれるようになることが必要であると考えられた。ただこうした概念

を実施レベルで具体化していくことは必ずしも容易ではない。プロジェクトでは具体的なアプ

ローチとしてまず生活改善につながる諸問題から開始することを企画した。これを通して住民か
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ら信頼を持たれるように努力し、あわせて人口教育を進めるステップをとった。

　このようなきめ細かな住民活動への関与の活動は、全国レベルで同時に展開することは、予

算、マンパワーからみて当然不可能であり、また、このこと自体ケニア全体の民生そのものであ

り、二国間協力によってのみ達成をめざす性格のものではないことは明らかである。そこでモデ

ルコミュニティーの発想が出てくるわけであるが、基本的には住民の自発性を誘発することによ

り、出生行動を含む生活全体の改善に向かってみずから取り組むことである。

　自発性の誘発は過去日本の農村開発においても多くの経験があり、基礎条件において両国の間

には大きな差異があるに違いないが、自発性のポテンシャル自体は人類に共通した内在的なもの

である。もし、自発性の発揮に成功すれば、そこまでに至るプロセスを明確化することにより、

ケニアの他の地区にも経験させることができるし、それを推進するのはケニア政府である。

　生活改善の内容は多岐にわたるので詳細については他節に譲るが、本プロジェクトは西部カカ

メガ・ビヒガ県〔カガメガ県（プロジェクト実施中にカガメガ県とビヒガ県に分割された）〕お

よび東部メルー県の２パイロット地区を設定した。前者は人口増加の著しい極貧地域であり、後

者はより民度が高く、保健所を住民みずから建設するほど自発性の高い地域である。プロジェク

ト終了にあたってモデルコミュニティー設定の効用を評価すれば、メルー県のような地域では人

口教育というプロジェクト目標を当初からかなり具体的に直接的に推進しても大きな成果が得ら

れるが、（ビヒガ県のような）極貧地区では生活改善と抱き合わせて間接的に進めることが重要

であるという印象を得た。

３－４　プロジェクトの活動内容３－４　プロジェクトの活動内容３－４　プロジェクトの活動内容３－４　プロジェクトの活動内容３－４　プロジェクトの活動内容

　当プロジェクトの活動は、教材制作、普及活動、地域開発活動の３つに大きく分類される。以

降、分野別に活動内容を報告する。

(１) ニーズ調査から教材制作活動

　フェーズⅡは、教材の配布と利用がひとつの重要な柱であるため、パイロット県にＰ

ＥＰＰ Task Force Meetingを設置した。会の構成メンバーは約20名で、ＤＰＯ、保健

省、成人教育・青少年・情報・統計などの人口／健康／エイズ関連の担当者、ＮＧＯの代

表者である。教材に対する地域のニーズをくみ上げ、教材制作に反映するとともに、ＩＥ

Ｃ活動の計画、実施、モニタリングを行うことを目的として、フェーズⅠ終了直前にモデ

ル県に設けられ、フェーズⅡに引き継がれた。その構成メンバーは、既存のDistrict

Population and Family Planning Committeeと同じメンバーである。

　ビデオ、音声教材、スライド、印刷教材制作を一括してマルチメディア教材制作と総

称できる。ビデオ教材は、家族計画のみならずエイズ、ストリートチルドレン、青少年

の性の問題など幅広いテーマを選んで制作することにした。テーマを家族計画に絞って
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しまっては、人口問題を矮小化する恐れがあったからである。また、テーマを多様化する

ことで、制作者の演出能力をさらに向上させる狙いもあった。一方で、機材の特徴を生か

して、放送番組を制作する予定であった。

　また、フェーズⅠの経験から、ビデオ教材制作は経費と時間がかかるので、その反省に

立って、手軽で安価なメディアの開発をフェーズⅡの当初計画に加えた。具体的には、ア

フリカ社会に伝統的に根ざしているフォークメディアを利用して、人口教育促進のメッ

セージを村人に届け、家族計画に対する態度の変容を促そうという試みである。フェーズ

Ⅱの開始に際しては、印刷教材に対する期待は大きいものではなく、フェーズⅠの延長と

して、カレンダーやパンフレット程度の印刷教材を制作する予定であった。

(２) ＡＶバンによる普及啓蒙活動

　人口教育活動の一環としてＡＶバンによる普及啓蒙活動が行われてきた。本活動形態

はプロジェクト・サイトでは放送メディアが利用できない事情と関連しており、また、

基本的には地域住民を対象としたものである。しかし、実施に至るまで、メディアの内

容ばかりでなく、実施方法についてもかなり調整を要する事務手続きが多くあった。

　ケニアにおいて人口問題は政策的に位置づけられているものの、家族計画という面で

は性に対する文化的な価値観が含まれるため、地方のメディア放映においては内容の検

閲制度があり、これをクリアする必要がある。したがって、制作にあたって当局との事

前交渉が必要であり、そのために各種委員会をプロジェクト内に設置したが、実際のと

ころ中央政府レベルの委員会より、地方委員会のほうが機能したといえるだろう。実施

にあたってはＮＣＰＤの地方官であるＤＰＯがキーパーソンであるが、保健省関係者や

ＮＧＯグループなどの協力を得なければならない。

　ケニアは多部族国家であり、地方によって異なる言語を用いている。そのうえ、公用

語も英語とスワヒリ語があり、ビデオの吹込みにもこの点配慮する必要があった。こう

した文化、言語上の問題を考慮してモデル地区の事情を反映した多数のビデオが制作さ

れ、放映・映写されたために、きわめて多くの人の好評を博したことは事後調査の結果

からも明らかである。

　ビデオプログラムは住民を引きつけるために娯楽的要素を含めているが、基本的には

教育番組であるので、ＡＶバンによる映写後の討論会をそのつど開催してきた。こうし

た進め方は関係者のコミュニケーション技術に負うところが大きく、住民も喜んで積極

的に質疑や討論に参加しているように見受けられた。特に識字率の低い地方ではＡＶバ

ン活動はきわめて有効な手段であるが、家族計画の実行は避妊具・薬の供給状況に左右

される。実際政府による避妊具・薬の供給は不安定であるために時期によっては入手で
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きない事情があり、知識の伝達と避妊実行率の関係を評価するのは必ずしも容易ではな

い。

　ＡＶバン活動は有効であっても、１回出動当たりの単価が高いためにコストパフォー

マンスは必ずしもよいといえないことを指摘しておかなければならない。プロジェクト

終了後においては他の活動形態に軸足をシフトすることを迫られる可能性がある。今後

を展望すれば、情報放送省は全国各地域に地方センターを抱えているので、これをチャ

ンネルに地方にビデオの配給システムを構築するのもひとつの案である。電気の問題は

あるが、公的施設や病院、保健所などにはその心配はなく、また、テレビモニターを備

えているところが多い。他方、中央ではＫＩＭＣを中心にみずから制作したビデオばか

りでなく、人口教育にかかわる入手できるビデオを集め、ライブラリーセンターとして

機能させるのは必ずしも難しいことではないように思える。

　ナイロビ近郊部でも人口教育の必要な地域が多く存在し、財政的な困難から考えると、

これらの地域でＡＶバンを活用するほうが合理的であると考える。

(３) モデルコミュニティーでの活動

　1994年５月に取り交わされた協議議事録（Minutes of Discussions）に添付されて

いるProject Design Matrix（以下ＰＤＭ）のプロジェクト目標には「適切なマルチメ

ディア戦略を開発し普及すること、地域開発活動を行うことにより人口家族計画の分野

でのＩＥＣ活動を強化する｣、成果には「モデルコミュニティーにおけるＩＥＣにかかわ

る活動およびサービス提供を統合したモデルの開発を行う」と記されている（Annex１)。

　エンザロ村にヘルスセンターが建設され、セミナールームを併設していたので、これ

を教育の場として利用する。また、収入創出によって得られた利益をヘルスセンター維

持に還元するという理念で始まった。ＷＩＤの視点は、フェーズⅡの当初計画には明瞭に

位置づけられてはいなかった。しかし、活動実施の経緯のなかで、女性グループおよび伝

統産婆（以下ＴＢＡ）を対象とした活動が、乳児を含む住民の健康状態の向上や生活改善

に大きく寄与したことは特筆すべき事項である。

３－５　投入計画３－５　投入計画３－５　投入計画３－５　投入計画３－５　投入計画

(１) 視聴覚教材作成関係の投入

　ビデオ、ラジオ制作の日本人専門家２名、印刷教材制作の日本人専門家１名、合計３

名の派遣を行った。研修員の受入れは、フェーズⅠに続いて、教材制作、特にビデオ制作

関係、ならびに機材のメンテナンスについて重要視して研修員を受け入れるよう計画さ

れ、ＫＩＭＣの技師８名を受け入れた。
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　ビデオ、ラジオの制作機材については、フェーズⅠで供与されているが、ビデオカメラ

などの補充を行った。また、1997年にメーカーの技師がメンテナンスを行った。印刷教材

制作については、ＤＴＰに必要な機材であるパソコン、プリンター、輪転機を現地で調達

した。制作にかかる経費のほとんどは日本側の支出である。

(２) 人口教育の投入

　人口教育のＡＶバン活動について、このプロジェクト実施期間中に日本人専門家は２

名が派遣された。また、カウンターパート研修を受けた者は、５名であった。うち２名

はビヒガ県とメルー県のＤＰＯである。研修内容は地域における人口教育活動の運営方

法、ＡＶバン活動方法論、データベース作成法など、実務活動に必要な技術を中心とし

ている。

　活動費に関しては、ＡＶバン活動に必要な経費は車両の燃料費、維持、地域協力者の

諸謝金であった。本来であればローカルコストとしてケニア側が負担すべきものである

が、困難であり、日本側の資金により活動を行った。コスト負担が難しいひとつの理由

に、モデル地区が２カ所とも遠距離（ビヒガ県まで450キロメートル、メルー県まで100

キロメートル）であったことも関係している。また政府の所有物であるＡＶバンの運転

手は政府職員に限られ、臨時雇用の運転手による出張は禁じられていたため、運転手の

確保の可否が活動条件となった。

(３) モデルコミュニティーの投入

　プロジェクトの実施機関ではなかったが、モデル県の活動についてこのプロジェクト

実施期間中にカウンターパート研修を受けた者は４名であり、各ヘルスセンターの看護

婦と医療技師がそれぞれ２名であった。供与機材については、蚊帳や服を縫うためのミ

シン、改良かまどにつける蛇口、収入創出活動としてのパン焼き器と小麦の製粉器、飼

育用のうずら、わき水利用簡易井戸のポンプやセメントといったものである。これらは、

投資額の割に効果が大きく、モデル県を越えて活動が広がった。
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第４章　プロジェクトの実績第４章　プロジェクトの実績第４章　プロジェクトの実績第４章　プロジェクトの実績第４章　プロジェクトの実績

４－１　視聴覚教材制作４－１　視聴覚教材制作４－１　視聴覚教材制作４－１　視聴覚教材制作４－１　視聴覚教材制作

　ビデオ教材は、家族計画のみならずエイズ、ストリートチルドレン、青少年の性の問題など幅

広いテーマを選んで制作した。注目すべきことは、地域と対象を絞り、５年間で制作した総量19

本のうち、７本をパイロット地区からの要望をもとに制作したことである。

　音声教材は、13本のラジオドラマシリーズを制作した。しかし、放送するには、内容と質を保

証するため国営放送「ラジオケニア」からプリテストが要求され、そのテストを実施するには邦

貨にして約20万円が必要であり、その捻出のため、現在その資金源を探している状況である。ス

ライド制作担当者は、ラジオ番組の担当者と同一人物であり、その担当者がラジオ制作に力を注

いだために、スライドの制作は活発ではなかった。

　印刷教材制作は当初の計画ではあまり期待していなかったが、ＤＴＰ技術の発展によって、機

材を現地調達して、長期専門家をフェーズⅡが始まって数カ月後に派遣した。現地の要望と技術

進歩を取り入れた適正技術の導入をすばやく判断して、実施したことは十分評価される。その

後、カウンターパートの配置などで問題はあったものの、フェーズⅡを通して活発な活動を行っ

た。

４－２　普及活動４－２　普及活動４－２　普及活動４－２　普及活動４－２　普及活動

　前述のＰＥＰＰ Task Force Meetingを四半期ごとに開催するなど、一定の機能を果たしな

がら、教材普及の拠点とした。しかし、配布された教材がどのように利用されているかなどの細

かい観察と調査は行われていない。しかし、メンバーから地域の要望を聞き、制作ユニットにそ

の要望を伝え、マルチメディア教材の制作が行われた。ビデオ教材については顕著な貢献はな

かったものの、地域で人気のあるカレンダーの制作にあたっては、そのデザイン、イラストなど

の候補をミーティングで示し、地域の趣向やメッセージの内容に至るまで、メンバーから意見を

聴いて最終制作を行っている。また、ビデオ教材は地域活動で役立つようにと、エンザロヘルス

センターの開所式、植林の記録、改良かまど、水と衛生、安全な出産などをテーマに地域の要望

を基礎に教材を制作している。印刷教材は、改良かまどの作り方、野生種野菜の手引き、エイ

ズ、水と衛生、出産キットの使用法などに関する教材を開発して、地域活動を支援している。

フォークメディアは、広く村人たちに受け入れられ、エイズなど新しい医学知識の必要なメッ

セージを採用する場合は、医師の協力を得るなど、プロジェクトはフォークグループが適切な

メッセージを作り出せるよう支援しながら、パイロット県で活動を展開している。
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４－３　モデル地区の活動４－３　モデル地区の活動４－３　モデル地区の活動４－３　モデル地区の活動４－３　モデル地区の活動

　公衆衛生や家族計画活動を目的としたセミナーが、ヘルスセンターのミーティングルームで地

域のリーダーなどを対象に、５年の協力期間中に、ビヒガ 県のエンザロヘルスセンターで30回、

メルー県キビリチア地区ヘルスセンターでは５回開催された。テーマは「地域のＨＩＶ／ＡＩＤ

の現状と予防方法について」というものから「簡便トイレはどのように建てるか」というものま

で幅が広く行われている。ＰＥＰＰで制作されたビデオ教材はこのセミナー時に活用されている

（Annex12a、12b)。

　訪問した先のモデル県のヘルスセンター内の会議室にはテレビとビデオの機材が設置されてい

ること、ヘルスセンター周辺にいた15～20歳の男女６名から人口教育に関するビデオ教材を見た

ことがあることの確認を行った。

　またマイクロティーチング（ヘルスセンターに来院した患者を対象に待合い時間を利用して教

育活動を行うもの）は、1995年の６月から1998年６月までの３年間にエンザロ村のヘルスセン

ターで241回、延べ6215人、キビリチア村のヘルスセンターで714回、延べ２万669人の住民が参

加している（Annex11a、11b)。

　このようにモデル地区のヘルスセンターの公衆衛生／家族計画教育は活発であり、プロジェク

ト目標を達成するのに貢献していると評価できる。加えてこのプロジェクトは女性グループと

ＴＢＡグループの収入創出および公衆衛生活動（製パン、うずらの飼育、わらじ作り、蚊帳の製

作、改良かまど作り）を支援してきた（Annex14a、14b)。

　ＴＢＡは製パン業によって得た収入でゴム手袋を購入することができ、より衛生的に出産を介

助できるようになったと報告している。エンザロ村において1992年と1998年を比較すると、訓練

を受けたＴＢＡの介助による出産をする女性が増え、ＴＢＡの母親への指示により、生後２週間

以内に健康診断とあわせてＢＣＧ予防接種とポリオワクチンの投与を実施することが広く母親に

行きわたった。ＴＢＡの介助による出産をする女性が増えたことに伴い、ヘルスセンターでの出

産が減少している。

　改良かまどおよびわき水簡易井戸の設置はビヒガ県の公衆衛生改善に大きく貢献した。1998年

２～３月に近隣地区でコレラが流行したとき、エンザロ村では１人の患者も認められていない。

かまどは、現在までに2000個が設置され、さらに他地域にも広まり、これはビヒガ県のカウン

ターパートたちの大きな自信にもつながっている。近隣地区の行政職員は改良かまどに関心を持

ち、導入を検討中である。また女性グループ間においてはすでにかまど作りの技術移転が始まっ

ている。ただし、このかまどの普及については、入手可能な粘土の質や住居環境によっては、た

とえば通気孔の設置などのいくらか補正が必要な部分があることに留意しなければならない。

　こうした活動成果は人口教育プロジェクト（以下ＰＥＰＰ）の視聴覚教材を制作する題材とし

て反映され、いくつかのものはすでに完成し配布済みである（Annex８)。
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　地域の問題がケニア全体にかかわることもあるが地域に限定されることもあるので、あらかじ

め制作する教材の対象集団を想定し、それに伴いメッセージを伝えるのに最も有効な言語、媒体

が何かの検討も必要であると考える。

　プロジェクト自体は、当初、地域活動発足に際して、形どおりＤＰＯを中心に活動を展開する

予定であったが、ＤＰＯよりもむしろヘルスセンターのスタッフなど県の保健省関係者の協力を

さらに密接なものとして、地域活動を展開することとなった。地域活動は現在、県の医師を中心

に、技師と看護婦を１チームにして、改良かまど、改良ベッドと蚊帳の普及、栄養指導の３点を

１セットにして、普及活動を行っている。モデル村での活動がプロジェクト終了後も継続するか

否かはケニア側の事業運営費の予算の割り当てによるが、こうしたチームは、すでに県の行政に

組み込まれているので、たとえ、プロジェクトが終了しても継続性があると、現場の専門家は判

断している。
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第５章　プロジェクトの評価第５章　プロジェクトの評価第５章　プロジェクトの評価第５章　プロジェクトの評価第５章　プロジェクトの評価

　本プロジェクトの開始時に作成したＰＤＭを終了時までの実績に基づき、ＪＩＣＡ Project

Cycle Management手法により、特に、効率性、目標の達成度、効果、計画の妥当性、自立発展

性の５項目について評価を行った。本評価は、事前調査報告書、巡回指導調査時に取り交わした

ミニッツ、長期専門家、短期専門家の活動報告、カウンターパートおよび専門家の作成した教材

や資料、現地調査時に行った関係者へのインタビュー、保健指標に基づいて、合同評価チーム

（資料１合同評価報告書）により行われた。評価５項目の評価結果は以下のとおりである。

５－１　効率性５－１　効率性５－１　効率性５－１　効率性５－１　効率性

５－１－１　日本側の投入について

　日本人専門家は供与機材を用いてケニア人カウンターパートへ技術移転を適切に行い、プロ

ジェクト終了後には、ケニア側で独立して機材を活用していくことが可能である。日本側の諸

事情で、チーフアドバイザーと普及の専門家は、交代するときに９カ月ほど不在の期間が生じ

た。

　機材供与のなかで、ケニアマスコミ学院のスタジオに設置されたビデオ制作機材は高品質の

ビデオフィルムを作ることができるものであった。またパイロット地区で地域活動のために供

与した粉ひき機、パン焼き機、簡易井戸水は、有効利用された。現地業務費が毎年減少したた

め、普及部門で活動が制限されるという最も大きな負の影響があった。

５－１－２　ケニア側の投入について

　ケニアマスコミ学院内に、印刷教材作成室と会議室、５つの専門家執務室が配置された。カ

ウンターパート研修を実施したカウンターパートは、18名中３名が帰国後、本プロジェクトか

ら離れてしまったが、それ以外の元研修員は現在も研修で得た技術をプロジェクトにおいて活

用している。印刷部門に配置されたカウンターパートが突然、異動したため、専門家によって

移転された技術がプロジェクトに残らず、新しく配置されたカウンターパートに対して改めて

指導が必要になった。また、普及部門について実施機関のＮＣＰＤが、運転手を配置しなかっ

たために、ＡＶバンを用いた普及部門の活動が十分に行われなかった。

５－２　プロジェクト目標の達成度５－２　プロジェクト目標の達成度５－２　プロジェクト目標の達成度５－２　プロジェクト目標の達成度５－２　プロジェクト目標の達成度

５－２－１　｢パイロット地区でマルチメディア教材に対するニーズをくみ上げ、配布のチャ

ンネルを開発する」

　普及部門の専門家とパイロット地区のDistrict Population Officerを中心として人口問
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題タスクフォースを結成し、マルチメディア教材を必要とするＮＧＯ、個人に配布するルート

と地域のニーズを制作にフィードバックするシステムを作った。ＡＶバンとフォークメディア

を利用して、ＤＰＯを通して要望のあった地域へ人口教育活動を展開した。ＡＶバンは、目標

とする住民のところまで出かけることができるという利点を有する。また、ビデオを上映後に

住民と人口問題について話し合う時間を設けたことは、教育効果を高める働きがある。しか

し、ＡＶバンを利用した活動は、運転手が配置されないために、十分活用されず、プロジェク

ト目標への達成度を下げる結果となった。

５－２－２　｢家族計画に限らず、マルチメディア教材のテーマが、人口と開発を含み多様化

する」

　1994年に開催されたカイロ会議から、女性の健康とリプロダクティブヘルスの向上はグロー

バルイッシューとして採択されている。本プロジェクトは、リプロダクティブヘルス関連の教

材を制作する高度な技術の移転に成功したプロジェクトであった。高度な品質のビデオ教材

は、テレビを通して放映されるのに耐えるものであり、ＡＶバンを利用した活動で視聴者の行

動変容を促す効果のある品質のものであった。フェーズⅠに引き続き、本協力期間中に作成さ

れたエイズ対策番組「Tears from Laugher」が、Union of National Radio and Televi-

sion Organizationよりビデオ部門でグランプリＵＮＤＰ賞１位を獲得した。こうした実績を

みると、教材としても、一般的なビデオ作品としても高い水準に達する作品を制作する技術

が、技術面、演出面で順調に移転されたといえる。

５－２－３　｢安価で手作りが可能なメディアやフォークメディアを開発し普及させる」

　フェーズⅠ終了時に、ビデオ教材は、作成するのにお金と時間がかかりすぎ、制作された人

口教育に関する教材の視聴者として活動のターゲットになったいる村人が住んでいる町は電気

供給が不安定であるので、教材として不的確であったという反省がなされた。地域で開発、制

作される安価で簡単な教材を検討した結果、本プロジェクトではフランネルグラフとフォーク

メディアを導入することになった。

　フランネルグラフは、本プロジェクト開始時にNational ＩＥＣ Workshopで紹介されたと

きには、好評を博した。しかし、フランネルグラフの材料はケニア国内で入手困難であったた

めに、人口教育の教材として普及せず、プロジェクトの成果にさほど影響は与えなかった。

　フォークメディアは、安価であるばかりでなく、地域住民自身がみずからの力で作り出せる

ものであり、高度な技術を要しない。また伝統的な踊りや歌、劇を用い、住民の生活に密着し

た人口教育に関するメッセージを作り出しているので、マスメディアよりも効果的に働く媒体

であると評価できる。
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　印刷教材については、読み書きの能力があれば印刷教材が与える効果は大きいので、教育が

施されている地域では妥当な媒体であるといえる。また、ビデオ教材の機材より初期投資が少

額で、機材の維持管理も現地の代理店で行うことができるという利点を有する。本プロジェク

トではＤＴＰに必要な機材を導入し、印刷教材、マニュアル、セミナーやワークショップに用

いるポスター、ニュースレターなどを制作した。結果として、印刷教材は20万枚が200以上の

関連機関に配布された。

５－２－４　｢モデルコミュニティーに、サービスデリバリーとＩＥＣ活動を結合させたモデ

ルを作る」

　モデルコミュニティーのヘルスセンターを中心に、住民へのセミナーを開催し、母親や伝統

産婆を対象とした講義を開設した。その結果、伝統産婆の技術が向上し、衛生的なお産が可能

になった。子供の予防接種率も上昇し、地域の保健指標は、モデルコミュニティーの出生率の

低下、保健サービスの利用頻度の増加を示している。ヘルスセンターのスタッフは、改良かま

どが普及している地域では、寄生虫の発生が減少したと報告している。

　1998年２～３月にかけてコレラが流行し、56名の死者を出したが、改良かまどの普及地域で

は、かまどによって安全な水が供給されていたこと、学校で開催した保健教育とヘルスセン

ターのセミナーにより、住民の行動が変容し、コレラの発生を予防することができたと報告さ

れている。

　上記のセミナーで使用したポスターや教材は、同地区でニーズ調査を実施した結果を受けて

ＫＩＭＣで制作されたものである。これらのことから、住民の保健サービスと家族計画につい

ての行動変容は、家族計画にかかわる統合的なサービスデリバリーを実施した結果であるとい

うことができる。

５－２－５　｢プロジェクトの成果を他の地域に拡大する」

　視聴覚教材については、モデルコミュニティー内の18の団体、ヨーロッパ、アフリカ諸国の

17の団体と連携し、広く、本プロジェクトの成果品が普及した。これまでに、５本の番組が収

録されたビデオが500本コピーされ、配布された。改良かまどについては、協力期間中2000機

が設置された。コレラの患者が１人も出なかったという目に見える成果は、行政官の注目する

ところとなり、近隣県の女性グループが改良かまどの技術を習得するための活動を始めた。地

域によって一部変更するべき点はあるが、この改良かまどが広範囲にわたり、将来さらに普及

されるという可能性は大いにある。
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５－３　効果５－３　効果５－３　効果５－３　効果５－３　効果

　本プロジェクトで作成したビデオ教材が議会、他の省庁、国連機関で紹介され、プロジェクト

活動が広く知られ認められた。

５－４　計画の妥当性５－４　計画の妥当性５－４　計画の妥当性５－４　計画の妥当性５－４　計画の妥当性

　ケニア政府の「National Population Advocacy and ＩＥＣ Strategy for Suitable De-

velopment 1996-2000」には、環境、ジェンダー、貧困、老人や身障者や若年者への配慮につい

て記述されている。本プロジェクトの成果には、人口と開発を含むマルチメディア教材のテーマ

を多様化することをあげている。日本政府は、1992年に「Global Issues Initiative」のなか

で、人口とエイズに関した協力をグローバルイッシューとして推進すると宣言している。した

がって、本プロジェクトは、ケニア政府の政策および日本の援助目的に沿ったものであり、妥当

性がある。

５－５　自立発展性５－５　自立発展性５－５　自立発展性５－５　自立発展性５－５　自立発展性

　ビデオ教材制作、普及活動を維持するために必要な経費は、ケニア側が年間46万ケニアシリン

グ、日本側が1150万ケニアシリング支出した。協力期間中の教材の品質と活動を維持するために

は、協力実施中に日本側が負担していた分を含めてケニア側で予算措置を行う必要がある。地域

開発の部分の自立発展性については、ヘルスセンターとHealth Center Management Commit-

teeが協力期間中の活動を継続して行うか否かに依存している。
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第６章　教訓および提言第６章　教訓および提言第６章　教訓および提言第６章　教訓および提言第６章　教訓および提言

６－１　計画策定に関するもの６－１　計画策定に関するもの６－１　計画策定に関するもの６－１　計画策定に関するもの６－１　計画策定に関するもの

　フェーズⅠの成果を受けて発足した本フェーズⅡでは、教材の制作だけでなく普及・活用を重

視し、さらに家族計画・地域保健サービスとＩＥＣ活動の統合、教材のテーマの多様化、パイ

ロット地区から他地区への展開など、多様な成果をめざして活動が実施された。これらの活動の

なかには、計画策定当初に予想された以上の進捗・発展のみられた活動、逆に予測されない問題

や障害のために進捗が遅れた活動がいくつかみられた。

　まず、コンピューターを使用したＤＴＰ技術の導入によって印刷教材作成のアウトプットが予

想以上に増加した。これは、計画策定時には予想できなかった技術の進歩によるよい影響であ

る。逆に、ビデオ教材作成にかかわる機材は多額の投資を必要とし、印刷教材制作機材のように

簡単に更新することができない。また、機材の物理的償却を上回る速度で技術改革が進んだこ

と、制作予算およびスタッフ数の制約のために作品の制作数が当初予測された数を下回ったこと

は、ＩＥＣ活動におけるメディアの選択および投入の規模とレベルの設定という点で今後の類似

案件の計画に重要な教訓とすべきであろう。

　地域開発活動に関しては、当初サービスデリバリーとの統合という成果を生み出すためのエン

トリーポイントとして着手されたが、生活改善活動（改良かまどなど）や女性グループの収入向

上活動など、当初定めた指標にない活動が活発に実施され、終了時評価の対象として加えられ

た。

６－２　実施および実施管理に関するもの６－２　実施および実施管理に関するもの６－２　実施および実施管理に関するもの６－２　実施および実施管理に関するもの６－２　実施および実施管理に関するもの

　制作（ビデオプログラム、ラジオ番組、印刷物)、普及（ＡＶバン活動、フォークメデイア)、

地域開発活動（生活改善、保健教育など）と保健サービスの統合といった多くのコンポーネント

を含む協力活動となったため、各活動相互の連携を保ち、調整することが困難であった。各部門

ごとの計画策定・実施を相互に連携し、プロジェクトの全体計画として統合することは、活動全体

を統括する責任者が明確でないことに加え、複数の組織にまたがるカウンターパート（ＫＩＭＣ、

国家人口開発委員会、県人口担当官、保健所スタッフなど）が各専門家とともに活動したことで

さらに複雑となったと思われる。

　また、ケニア側カウンターパートがプロジェクトの主たる実施者を日本人専門家であるとみな

していた点については、教材制作・普及活動にかかわる主たる財源が専門家チームの現地業務費

であり、各年ごとの計画策定から部門間の調整にわたって日本側の関与なしには活動計画を策定

できないという事情や、複雑な実施体制のなかで各組織・部門間の調整と活動の促進の役割が日

本人専門家によって担われ、管理運営レベルでのカウンターパートの関与が欠けていたこともそ
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の一因と考えられる。

　先方政府の組織をプロジェクトの実施機関と位置づけ、専門家からカウンターパートへの技術

移転と人材の養成・研修を重視するＪＩＣＡの技術協力プロジェクトの方式は、ドナーから指名

されたプロジェクト実施機関が先方政府のためにプロジェクトのサービスを提供するという、欧

米で採用されている協力の方式に慣れたケニア側にとって理解しにくかったという原因も考えら

れる。

　今次評価調査においても、調査団はプロジェクトのオーナーシップはあくまでもケニア側にあ

り、ケニア側の計画あってのＪＩＣＡプロジェクトであることを強調したが、今後類似の協力を

行う際に（特に、先方政府に必ずしも各活動間の連携・協力の意義がよく理解されておらず、日

本側の働きかけが必要な場合には）プロジェクトの計画策定や運営管理の諸局面において十分注

意する必要があると思われる。

６－３　評価活動に関するもの６－３　評価活動に関するもの６－３　評価活動に関するもの６－３　評価活動に関するもの６－３　評価活動に関するもの

　今回の評価の実施に際して、ケニア側は４名の評価チームメンバー（国家人口開発委員会２

名、情報省１名、ＫＩＭＣ１名）を指名し、合同評価に参加した。そのほかに日本人専門家、各

部門の主要カウンターパートがリソースパーソンズとして会議で活動成果そのほかについて発表

を行った。これらのプロセスを通じて各組織の関係者が直接意見を交換し、評価に参加すること

ができた。一方、評価にかかわる指標や基準（効率、効果、妥当性、持続可能性）の定義や特定

の事象・事実の原因・結果などについての認識は必ずしも出席者間で一致せず、消化不良のまま

で残された点が多かった。

　評価のためにプロジェクトの活動実績に関するさまざまな資料が調査に先立って専門家・カウ

ンターパートによって作成された。これら大量のデータ、情報が評価の際に各部門の活動の成果

を確認する際の貴重な材料となった。合同評価報告書にはその一部しか掲載することができな

かったが、それらの資料のなかにも、そのままでは未整理であるが整理・分析を行うことによっ

て他のプロジェクトや類似の活動の参考になると思われる貴重なものが含まれていた。

　短期間の評価会議のなかでは、提出された調査データやその分析・取りまとめの妥当性につい

て議論することはできなかったため、割愛せざるを得ない資料が多数あった。家族計画ＩＥＣや

地域保健活動の評価に関する簡易な調査の手法、データの提示の仕方などについて疫学、公衆衛

生関連の知識を有する専門家のＫＩＭＣ普及部門やヘルスセンターのスタッフに対する指導があ

れば、より説得力のあるデータが提示できたと思われる。

　ただし、このような詳細かつ専門的な評価調査を実施するためには、調査期間や調査資金の面

でより大きな投入を必要とすることになるため、効率的に必要な情報を収集して分析する方法を

検討することが必要となる。
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６－４　終了時に残された課題に関するもの６－４　終了時に残された課題に関するもの６－４　終了時に残された課題に関するもの６－４　終了時に残された課題に関するもの６－４　終了時に残された課題に関するもの

　本フェーズⅡの開始時から計画されていた人口メディアセンター（ＰＭＣ）の設立について、

その位置づけが明確にならないままＫＩＭＣを中心としてプロジェクトの活動が行われてきた

が、1998年度の予算要求書において初めて情報省は人口教育プロジェクト（ＰＥＰＰ）に対する

予算要求60万ポンドを行った。今後は、ＰＭＣがＰＥＰＰ予算を活用するとともに、これまでに

蓄積された各種の教材作成能力を生かして外部組織からの委託や発注に応じた制作・普及活動を

行うことが期待される。

　ただし、人口メディアセンターのケニア政府内での正式な発足がいつになるかはいまだ不明で

あり、情報省のＰＥＰＰ予算もまだ執行されていない。ＫＩＭＣでは情報省直轄から半独立の

Autonomous Bodyを設立し、作品の販売や施設の貸し出しによる自己収入を活動に必要なオペ

レーションコストにあてるコストシェアリング方式によって活動を継続するという計画を検討中

であり、ＫＩＭＣ所長のもとで財務担当の次長とＰＭＣ所長（ただし、ＰＭＣは正式に発足して

いないので、移行にかかわる責任者として情報省から任命された由）がこれらの収入創出活動に

ついて検討している。この計画がケニア政府内で承認され、ＰＭＣが策定した活動計画に基づい

て技術協力の要請があれば、可能な限り対応することが望ましい。

　ケニア側からは、印刷メディア専門家と普及部門専門家の任期延長と、地域開発活動を他の地

域でも複製実施するための支援が求められた。前者はＫＩＭＣから、後者はＮＣＰＤからのもの

であった。後者については資金の提供は技術協力の枠内での対応は困難であり、今後プロジェク

トの成果を他の援助プログラムなどで活用・拡大してもらうための方策について検討が必要であ

る。前者については、ケニア側が両分野の専門家に何を期待するのか、ケニア側として専門家の

協力を得て実施する計画を持っているのかが明らかでないので、現時点では派遣延長を行うこと

によって期待される成果が不明である。上記のケニア側の計画・実施体制が明らかになった場合

は、持続性確保の観点から個別専門家派遣によって技術協力を行うことを検討すべきと思われ

る。

　なお、供与機材のうち、ビデオ教材制作関連機器については、フェーズⅠから引き継がれ設置

後約10年を経ている。ケニア側では技術者を配置してメンテナンスに努めており、現在のところ

故障による制作部門への影響はない。しかし、自力でのスペアパーツなどの供給に不安があり、

プロジェクトから要請があれば、協力の終了前にメーカー技術者の専門家派遣を行ってシステム

全体の状況のチェックとケニア側に対する維持管理への助言を行うことが望ましい。
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資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料

１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書

２　図表（２　図表（２　図表（２　図表（２　図表（AnnexAnnexAnnexAnnexAnnex１～１～１～１～１～1616161616）））））
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